
 

第 ２３ 号  令和６年２月２２日受理   商工労働常任委員会付託 

 

件  名  「最低賃金法の改正と中小企業支援の拡充を求める意見書」の提出を

求めることについて 

 

要  旨 

第１０波におよぶ新型コロナウイルス感染拡大と、気候変動や円安、ウクライナ

危機などの影響による異常な物価の高騰が、県民の生活を圧迫している。特に、  

最低賃金近傍で働くパートや派遣契約など非正規雇用やフリーランスなど弱い立場

の労働者の生活実態は深刻である。また、価格転嫁ができずに苦しむ中小零細企業

の経営にも打撃となっている。 
物価高騰から労働者の暮らしを守り、コロナ禍を克服し、日本経済の回復を   

すすめるためには、ＧＤＰの６割を占める国民の消費購買力を高める必要がある。

そのためには、最低賃金の改善による賃金の底上げが必要である。 
日本の最低賃金は、その地域の労働者の生計費と賃金、事業の支払能力を考慮し、

最低賃金額を決めている。最低賃金額が低い地域では、企業の支払能力や経済状況

の冷え込んだ指標をもとに低いままとなってしまう。現在の地域別制度は、人口の

一極集中や若者の都市部への流失誘発し、最低賃金額が低い地域の経済の疲弊を 

生み、日本経済をゆがめ、冷え込ませている決定的な要因となっている。ＧＤＰの

６割を占める国民の消費購買力を引き上げるためにも労働者の賃金を全国一律に 

しなければ、どんな経済対策を講じても日本経済を再生することはできないと考え

る。 
全国一律制にするとともに最低賃金を引き上げるためには、国による抜本的な 

中小・零細企業支援の強化が必要である。政府による助成や融資、仕事起こしや  

単価改善につながる施策の拡充と大胆な財政出動が必要と考える。また、下請け  

企業への単価削減・賃下げなどの強要がされないように公正取引ルールが実施  

される指導が必要と考える。これらの施策で労働者・国民の生活を底上げし、   

購買力を上げる事で、地域の中小・零細企業の営業も改善させ地域循環型経済の  

確立が可能になると考える。 
以上の趣旨から、最低賃金法を改正し、全国一律制度を実現し、抜本的に引き  

上げること、中小企業支援策の拡充を実現するため、国に対し、次項について   

意見書を提出願いたい。 
 

１．政府は、最低賃金法を全国一律制度に改正すること。 
２．政府は、労働者の生活を支えるため、最低賃金１５００円以上をめざすこと。 
３．政府は、最低賃金の引き上げができ、経営が継続できるように、中小企業への

支援策を抜本的に拡充・強化し、国民の生命と暮らしを守ること。 

 


